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第５２期 貸借対照表・損益計算書            東京都中央区銀座 8-16-6 

令和２年６月２９日                      ス ト ラ パ ッ ク 株 式 会 社 

                                            代表取締役社長 下 島 敏 章 

（単位：千円）

 流　動　資　産 10,955,687  流　動　負　債 4,859,337

現 金 及 び 預 金 4,233,920 2,159,696

受 取 手 形 2,050,174 880,657

売 掛 金 2,460,552 886,449

商 品 及 び 製 品 741,591 173,133

仕 掛 品 588,125 413,675

原 材 料 380,938 128,619

前 渡 金 37,836 69,151

前 払 費 用 44,565 86,999

未 収 入 金 68,968 13,500

関係会社短期貸付金 349,650 47,453

そ の 他 3,363

貸 倒 引 当 金 △ 3,999

 固　定　資　産 6,230,935

2,654,685  固　定　負　債 3,689,289

建 物 588,688 3,147,493

構 築 物 16,727 162,537

機 械 及 び 装 置 16,025 281,787

車 輌 運 搬 具 7,136 71,124

工 具 器 具 備 品 26,644 26,346

土 地 1,993,962 8,548,626

建 設 仮 勘 定 5,500

146,131  株　主　資　本 8,629,043

ソ フ ト ウ エ ア 118,681 資     本     金 620,000

電 話 加 入 権 11,519 資　本　剰　余　金 527,874

ソ フ ト ウ エ ア 仮 勘 定 15,793 482,273

そ の 他 137 45,601

3,430,118 利　益　剰　余　金 8,038,283

投 資 有 価 証 券 79,241 71,700

関 係 会 社 株 式 837,396 7,966,583

関 係 会 社 出 資 金 241,960 別 途 積 立 金 1,274,000

長 期 貸 付 金 1,964,862 繰 越 利 益 剰 余 金 6,692,583

関係会社長期貸付金 119,980 自　己　株　式 △ 557,114

出 資 金 116,907

保 険 積 立 金 41,458  評 価 ・ 換 算 差 額 等 8,952

そ の 他 34,242 8,952

貸 倒 引 当 金 △ 5,930 8,637,996

17,186,623 17,186,623

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

純 資 産 合 計

資 産 合 計 負 債 及 び純 資産 合計

資 本 準 備 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

投 資 そ の 他 の 資 産

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

そ の他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

無 形 固 定 資 産

製 品 保 証 引 当 金

そ の 他

有 形 固 定 資 産

長 期 借 入 金

繰 延 税 金 負 債

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

そ の 他

負 債 合 計

純 資 産 の 部

前 受 金

貸 借 対 照 表
（令和２年３月３１日現在）

資 産 の 部 負 債 の 部

支 払 手 形

買 掛 金

一 年 内 返 済 予 定 長 期借 入金

未 払 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等
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(単位：千円）

15,031,359

10,685,056

4,346,303

3,172,905

1,173,398

78,322

46,309

8,532 133,164

28,903

8,698

45,977

57,075

1,052 141,707

1,164,854

1,164,854

355,475

20,847 376,322

788,531

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息

売 上 割 引

為 替 差 損

そ の 他

経 常 利 益

匿 名 組 合 投 資 損 失

そ の 他

損 益 計 算 書
（平成３１年４月１日から令和２年３月３１日まで）

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

受 取 賃 貸 料
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(単位：千円）

利益剰余金

資本準備金
そ 　の　 他
資本剰余金

資本剰余金
合　　　 　計

利益準備金

平成31年4月1日残高 620,000 482,273 45,601 527,874 71,700
事業年度中の変動額

剰余金の配当

当期純利益

自己株式の取得

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 -                  -                  -                  -                  -                  
令和2年3月31日残高 620,000 482,273 45,601 527,874 71,700

別途積立金
繰越利益
剰 余 金

平成31年4月1日残高 1,274,000 5,953,007 7,298,707 △ 312,362 8,134,219
事業年度中の変動額

剰余金の配当 △ 48,955 △ 48,955 △ 48,955
当期純利益 788,531 788,531 788,531
自己株式の取得 △ 244,751 △ 244,751
株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 - 739,576 739,576 △ 244,751 494,824
令和2年3月31日残高 1,274,000 6,692,583 8,038,283 △ 557,114 8,629,043

その他有価証券

評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成31年4月1日残高 22,325 22,325 8,156,544
事業年度中の変動額

剰余金の配当 △ 48,955
当期純利益 788,531
自己株式の取得 △ 244,751
株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

△ 13,372 △ 13,372 △ 13,372

事業年度中の変動額合計 △ 13,372 △ 13,372 481,451
令和2年3月31日残高 8,952 8,952 8,637,996

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純資産
合　 計

株主資本等変動計算書
（平成３１年４月１日から令和２年３月３１日まで）

株　　主　　資　　本

資　本　金

資　本　剰　余　金

株　　主　　資　　本

利　益　剰　余　金

自己株式
株主資本
合　　　計

その他利益剰余金
利益剰余金
合　　　　 計
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個別注記表 

 

１． 重要な会計方針に係る事項に関する注記 
（１） 資産の評価基準および評価方法 

① 有価証券の評価基準および評価方法 

子会社株式  移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの  決算期末日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定しております） 

時価のないもの  移動平均法による原価法 

② たな卸資産の評価基準および評価方法 

商品  先入先出法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益

性の低下による簿価切下げの方法により算定） 

製品・原材料・仕掛品 

主として移動平均法に基づく原価法（貸借対照表価額

は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定） 

（２） 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法を採用しております。ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物

（附属設備を除く）及び平成２８年４月１日以降に取得した建物附属設備並

びに構築物については、定額法を採用しております。 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。ただし、自社使用のソフトウエアについては、社

内における見込利用期間（５年）に基づく定額法を採用しております。 

③ リース資産（所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産） 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

（３） 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率

によって計上し、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

② 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計上しております。 

（1）退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期 

間に帰属させる方法については、期間定額基準によっております。 
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（2）数理計算上の差異の費用処理方法 

当事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（８年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度か

ら費用処理しております。 

③ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計

上しております。 

④ 製品保証引当金 

契約により製品の販売後一定期間無償保守サービスを行うための保証工事

費の支払いに備えるため、売上高に対する過去実積率により算定した額を

計上しております。 

 

 

（４）その他の計算書類作成のための基本となる重要な事項 

① ヘッジ会計の方法 

為替予約については、振当処理の要件を満たしているため、振当処理を採

用しており、また、金利スワップについては、特例処理の要件を満たしている

ため、特例処理を採用しております。 

② 消費税等の会計処理 

        税抜方式を採用しております。 

 

２．貸借対照表に関する注記 

（１） 担保に供している資産及び担保に係る債務    

①担保に供している資産 

建     物     ３８１,８８３千円 

土     地   １,６４９,７５９千円 

   計   ２,０３１,６４２千円 

②担保に係る債務 

一年内返済予定長期借入金   ６２,７１２千円 

長期借入金                    ３０１,８４７千円 

   計                    ３６４,５５９千円 

 

（２） 有形固定資産の減価償却累計額    ３，０５０，３５５千円 

 

（３） 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権 ７６２,４５７千円 

長期金銭債権 １１９,９８０千円 

短期金銭債務 ２６２,３０９千円 
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保証先 金額 （千円） 内容

ＳＴＲＡＰＡＣＫ（ＴＨＡＩＬＡＮＤ） ＣＯＲＰ.,ＬＴＤ. 49,950          借入債務

サンキュー化成株式会社 69,808          仕入債務

計 119,758        

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

令和元年６月２７日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 ４８,９５５ 千円　 ２０円　
平成３１年
３月３１日

令和元年
６月２８日

   （４）保証債務 

 

 

 

３．損益計算書に関する注記 

 （１）関係会社との取引高 

売上高 １,７１２,０４２千円 

仕入高 ２,０９３,５５７千円 

営業以外の取引高    ６５,４１８千円 

 

４．株主資本等変動計算書に関する注記 

（１）当事業年度末の発行済株式の種類および総数 

普通株式        ２,８３６,２９０ 株 

（２）当事業年度末における自己株式の種類および株式数 

普通株式          ５９２,４７０ 株 

 （３）配当に関する事項 

   ① 配当金支払額 
 

② 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度と

なるもの   

令和２年６月２９日開催予定の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に 

関する事項を次のとおり予定しております。 

配当金の総額     ３９,２６６千円 

１株当たり配当額    １７．５円（ストラパック タイランド隣接工場購入記念 2.5 円含む） 

基準日       令和２年３月３１日 

効力発生日    令和２年６月３０日 

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。 
 

５．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産の発生の主な原因は、未払賞与および退職給付引当金であり、繰延

税金負債の発生の主な原因は、子会社合併に伴う土地の時価評価差額金でありま

す。 
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６．リースにより使用する固定資産に関する注記 

車輌等の一部については、所有権移転外ファイナンス・リース契約により使用してお

ります。 

７．金融商品に関する注記 

（１） 金融商品の状況に関する事項 

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの

借入により資金を調達しております。 

受取手形及び売掛金に係る信用リスクは、経理規程および販売管理規程に沿って

リスク低減を図ると同時に、取引信用保険により貸倒リスクをヘッジしております。 

また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については半期ごとに時価

の把握を行っております。 

借入金の使途は運転資金（長期）および設備投資資金（長期）であり、一部の長期

借入金の金利変動リスクに対して金利スワップ取引を実施して支払利息の固定化

を実施しております。なお、デリバティブは経理規程に従い、外貨建て取引に係る

売掛金および買掛金に対する為替予約以外の取引を行わないこととしておりま

す。 

 

（２） 金融商品の時価等に関する事項 

令和２年３月３１日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれら

の差額については次のとおりであります。 

（単位：千円 ）

 貸借対照表
計上額

時価

（１）現金及び預金 4,233,920      4,233,920      
（２）受取手形及び売掛金 4,510,727      4,510,727      
（３）投資有価証券

その他有価証券 66,691          66,691          
（４）長期貸付金 1,964,862      1,906,088      △ 58,774
（５）支払手形及び買掛金 3,040,354      3,040,354      
（６）長期借入金 4,033,942      4,000,510      △ 33,432
（７）デリバティブ取引 -                 -                 

差額

-                   
-                   

-                   

-                   

-                   

 
 

(注１)  金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

    （１）現金及び預金、並びに（２）受取手形及び売掛金 

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

  額によっております。 

     （３）投資有価証券 その他有価証券 

 これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。 

     （４）長期貸付金 

 時価は元利金の合計額を同様の新規貸付を行った場合に想定される利率で割り引いて 

算出する方法によっております。 
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（単位：千円）

属性 会社等の名称
議決権の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係

取引の内容 科目 期末残高

資金の貸付（注１） 194,700 短期貸付金 349,650

子会社 資金の回収（注１） 10,800 長期貸付金 19,980

利息の受取（注１） 4,984 未収入金 1,591

取引金額

ＳＴＲＡＰＡＣＫ

（ＴＨＡＩＬＡＮＤ）
ＣＯＲＰ.,ＬＴＤ.

所有
直接 ８０％

資金の貸付

（５）支払手形及び買掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価 

額によっております。 

   （６）長期借入金 

時価は元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて 

算出する方法によっております。変動金利による長期借入金は金利スワップの時価処理の 

対象とされており（下記（7）参照）、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計 

額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積られる利率で割り引いて算定 

する方法によっております。 

（７）デリバティブ取引 

金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処 

理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。 

 （上記（6）参照）。 

(注２)  非上場株式（貸借対照表計上額 12,550 千円）は市場価格がなく、時価を把握することが極 

めて困難と認められるため、「（３）投資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。 

また、関係会社株式（貸借対照表計上額 837,396 千円）は市場価格がなく、時価を把握す 

ることが極めて困難と認められるため、上表には含めておりません。 

    

８． 関連当事者との取引に関する注記 

（１） 子会社および関連会社等 
 

（注１）資金の貸付における金利については、市場金利を勘案して決定しております。なお担保は 

受け入れておりません。 

  
 

（２） 役員および個人主要株主等 

（単位：千円）

種類
会社等の名称
または氏名

議決権の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

資金の貸付（注1） - 長期貸付金 1,960,000 

利息の受取(注２) 12,748 － －

銀行借入に対する債務
被保証等(注３)

－ － 1,960,000 

32,993 － －

- 
その他

(投資その他の資産) 6,873 

役員 下島敏章
被所有
1.586%

当社取締役
貸付の保証

資金の貸付に対する
被保証（注1） - － 1,960,000 

主要株主
（個人）

下島 敏男
被所有

47.869%

当社名誉会長
資金の貸付
債務被保証

不動産の賃借

賃料の支払等(注４)

 

(注１) 当社は資金の貸付について取締役下島敏章より債務保証を受けております。  

(注２) 資金の貸付における金利について、市場金利を勘案して決定しております。  



 

－９－ 

(注３) 当社は、銀行借入に対して下島敏男氏より債務保証及び土地・建物の担保提供を受け

ております。 

(注４) 賃料及び保証金については、近隣の取引実勢賃料等を勘案して決定しております。  

 

９． １株当たり情報に関する注記 

１ 株 当 た り 純 資 産 額                   3,849 円 68 銭 

１株当たり当期純利益                    333 円 85 銭 


